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ルゲンとなる食物が異なる、体調
によって症状が変化する、交差反
応②でも発症するなど、生体とアレ
ルゲン（アレルギーの原因となる
物質）との複雑な相互作用の結果、
さまざまな応答、症状が現れる特
徴があることが、食物アレルギー
の予防・治療を困難にしている。
　発症の要因としては遺伝的要
因、環境要因が考えられている。
免疫系に関わる遺伝子の多様性、
個人の体質を決める遺伝子の多
型は、日本人と欧米人でかなり
異なっていることがわかってい
る１，２，３）。環境因子としては、幼
少時の感染症罹患歴の相違、環境
汚染物質への曝露の相違、抗原量
の相違、食事の相違が候補として
あげられている。生活水準や衛生
環境の向上による幼少期の感染の
減少がアレルギー疾患の増加の原
因ではないかとする衛生仮説③が
提唱されている。
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1．はじめに
　食物アレルギー、アトピー性
皮膚炎、気管支喘息、スギ花粉症
などのアレルギー疾患は、先進国
を中心に増加の一途をたどってお
り、世界的にみても大きな問題と
なっている。特に、食物アレルギ
ーは乳・幼児期に発症し、成長・
発育へ悪影響を及ぼすことや、成
長とともに種々のアレルギーを発
症するアレルギーマーチの引き金
となることから、早期の予防・治
療が重要であるとされている。
　食物アレルギーの発症件数は
年々増加傾向にあり、厚生省（現・
厚生労働省）が 1997 年度に行っ
たアンケート調査では子供（３歳
児で 8.6％）だけでなく、成人で
も高い割合（9.3％）で食物アレ
ルギーがあることが示されている
（食物アレルギー対策検討委員会 
1997 年度報告書、1998 年）。これ
まで問題となっていたのは、幼小
児の食物アレルギーであったが、
魚介類やフルーツなどに対するア
レルギーが大人で増加しており、
スギ花粉との交差性（共通の構造
をもつ抗原に反応すること）も指
摘されている。そのため、食物ア
レルギー研究は早急に対応すべき
課題であり、克服のための根本的
な解決策が求められている。
　一方、第２期科学技術基本計
画（平成 13 年３月 30 日閣議決
定）においては、３つの「我が国
が目指すべき国の姿と科学技術政
策の理念」の１つとして、「安心・
安全で質の高い生活のできる国の
実現」が掲げられている。食物ア
レルギーに対する食品の研究開発
は、これに貢献するものであると
考えられ、推進すべき課題である。
　アレルギー性疾患は遺伝的要因
と食生活を含む環境要因が複雑に
関係して発症すると考えられてい
る。遺伝子には民族ごとに多様性
があることがわかっており、それ
をふまえた研究展開が必要である。
　そこで本稿では、食物アレルギ
ーの状況や発症機構について概説
し、食品の低アレルゲン化研究と、
免疫応答制御機能を有する食品の
研究について、その動向を述べる。
*** ***
2．食物アレルギー
２‐１
食物アレルギーとは
　食物アレルギーとは、経口的に
摂取した食物を異物と認識して過
剰な免疫応答をおこし、自らを傷
つけてしまう過敏反応である。下
痢、腹痛、じん麻疹、湿疹のほか、
ひどい場合にはアナフィラキシ
ーショック症状①をおこし、死に
至る場合もある。人によってアレ
やの ひろゆき　蘆　農業・生物系特定産業技術研究機構 中央農業総合研究センター　蘆　http://narc.naro.affrc.go.jp/
みずまち こうこ　蘆　農業・生物系特定産業技術研究機構 畜産草地研究所　蘆　http://nilgs.naro.affrc.go.jp/
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２‐２
原因食物
卵、牛乳、小麦、豆類、そば、果物、
魚介類、肉類など多くの食物が
アレルギーの原因となりうる（図
表１）４）。原因食物の種類は年齢
によって異なる。幼･小児では卵、
牛乳が圧倒的であり、この患児の
多くが成人までに治癒する。それ
に対し、成人で発症する場合は魚
介類や果物に対するアレルギーが
多くなっている。
　そこで、特定のアレルギー体質
をもつ人の健康危害を防止する目
的で、アレルギー物質を含む食品
に表示が義務付けられた（2002年
４月から実施）。これは、「食品の
表示のあり方に関する検討報告書
（1998 年度）」を受けて、2001 年
４月の食品衛生法の改正により実
施されたものである。症例数・重
篤度から卵、牛乳、小麦、そば及
び落花生を特定原材料として表示
を義務付け、その他 19品目（ア
ワビ、いくら、エビ、オレンジ、
かに、キウイ、牛肉、クルミ、さ
け、さば、大豆、鶏肉、豚肉、ま
つたけ、もも、やまいも、りんご、
ゼラチン）についても可能な限り
表示するよう推奨している。さら
に 2004 年７月にはバナナを奨励
表示品目に加えることが適当とす
る検討報告書が出された。しかし、
表示が義務づけられたにも関わら
ず、製造工程上の問題による混入
や、表示がわかりにくく見逃して
事故に至るケースも報告されてい
る。制度の普及啓発、必要な人に
必要な情報を提供する周知広報の
充実化、混入物の検知技術に関す
る研究が求められている。
２‐３
食物アレルギー研究の歴史
　西暦紀元前には、ギリシャの
ルクレチウスが「食物は人によっ
ては毒になる」と言っており、食
物アレルギーの存在は非常に古く
から知られていた。18～ 19 世紀
にはパン職人の小麦粉喘息、枯草
熱（花粉症の一種）が指摘された。
20世紀初頭にピルケによりアレル
ギーの概念（「時間的、量的、質
的に変化した、外来抗原に対する
生体の反応能力」をアレルギーと
定義）が提唱された。この概念は、
すべての免疫応答を含んでしま
うかなり広い定義であったが、現
在では、アレルギーは「本来なら
無害であるはずの抗原に対する免
疫応答によって引き起こされる疾
患」と狭い意味に定義されている。
　日本では 1952 年に日本アレル
ギー学会が設立され、食物アレル
ギーの診断から治療に至る研究が
始まった。
　図表１　アレルギーの原因となる食物
平成 13年度調査。対象：食物摂取後 60分以内に症状、医療機関を受診した人（総計
2434名））                                                                                                                  参考文献４）より
用語説明
①アナフィラキシーショック
　原因となるアレルゲンに接触することによって、アレル
ギー反応に歯止めがかからなくなり、全身に急激に様々な
症状をひきおこし、痙攣や呼吸困難、血圧低下など、とき
には生死に関わる重篤な症状を伴うこと。
②交差反応
　同一種類でなくても共通の構造をもつ抗原には反応す
ること。例えば、鶏卵でアレルギーを起こす人は他の鳥類
の卵でもアレルギー症状を起こす場合がある。
③衛生仮説
　1989 年、Strachan が提唱した。Strachan はイギリスの
17,414 名を対象に 23 年間追跡調査し、アレルギー疾患の
保有率、家族数、兄弟姉妹数について調査した。その結果、
気管支喘息、湿疹保有率は兄弟姉妹の数が多いほど低下
し、生まれ順が遅いほどアトピー性素因の抑制効果が大
きいことを報告し、生活水準や衛生環境の向上による幼
少時の感染の減少がアレルギー疾患の増加の原因である
と解釈した。その後、この仮説を支持する疫学調査研究
が次々と発表されている。この仮説が支持されている理
由の１つは、Th1/Th2 についての知見がある。胎児期及
び新生児期の免疫応答はTh2 型の応答が優位であるが、
その後、幼少時期に感染性の微生物を含むさまざまな微
生物の刺激を受けてTh1 型の応答が発達し、Th1/Th2 の
バランスがとれた状態が形成される。幼少時期に微生物
との遭遇機会が少ないということは、Th2 優位の状態が
形成されるが、この状態はアレルギー疾患を発症しやす
いのである。
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２‐４
免疫応答反応のメカニズム
　食物を食べると、胃や腸を通っ
て消化され吸収されていく。食物
中には、生体にとって異物（自己
ではない）である膨大な量の異種
タンパク質が含まれているが、通
常は、消化管免疫機構が働くこと
により、過剰な免疫応答が抑制さ
れ、アレルギー反応は起こらない。
しかし、これらの機構が破綻して
いると、アレルギー反応が引き起
こされる。
盧アレルギー発症のしくみ
　食物アレルギーは、原因となる
食物を摂取してから２時間以内位
に症状を呈する即時型アレルギー
が多い。消化管から吸収された食
物アレルゲンは、アレルゲンが直
接接触する部位である消化管粘膜
において即時型反応を起こし、嘔
吐、腹痛、下痢などの主症状がみ
られる。また、消化管より吸収さ
れたアレルゲンが血管を通って全
身に運ばれ、気道での鼻炎などの
呼吸器症状、皮膚においてはじん
麻疹や血管性浮腫などの皮膚症状
も引き起こす。さらに、呼吸困難、
血圧低下など全身症状を伴うア
ナフィラキシーやアトピー性皮膚
炎の発症にも関係しているといわ
れ、さまざまな臓器が傷害される。
　これらの症状は、アレルゲンが
いくつかの免疫担当細胞と反応し
て引き起こした炎症反応の結果で
ある。まず、摂取、吸収されたア
レルゲンは抗原提示細胞に取り込
まれ、抗原提示細胞がＴ細胞に認
識される。次に、Ｔ細胞がＢ細胞
に働きかけ、Ｂ細胞を IgE抗体産
生細胞へと変化させる。さらに、
IgE抗体産生細胞より産生された
IgE抗体が肥満細胞に結合し、ア
レルゲンの刺激によって脱顆粒が
おこり、細胞内のロイコトリエン
やヒスタミンといった化学伝達物
質が放出される。この化学伝達
物質により炎症反応が引き起こさ
れ、アレルギー症状が発現する。
　通常（健常者の場合）は、こ
の炎症反応が起こらないようなメ
カニズムが働いている。例えば、
IgE抗体産生に向かわないように、
Ｔ細胞の免疫応答バランス（Th1
と Th2 という２種のＴ細胞のバ
ランス）が維持されている。食物
アレルギーの場合は、Th2が優位
になっており、IgE抗体産生を抑
えられなくなっている。
盪経口免疫寛容
　食物中には、生体にとって異
物（自己ではない）である膨大
な量の異種タンパク質が含まれて
いる。タンパク質に存在する抗原
性領域の大部分は、消化の過程で
消化酵素により分解されるが、ご
く一部は抗原性を失うことなく生
体内に吸収される。しかし、口か
ら摂取し消化吸収された食物抗原
に対しては過剰な免疫応答を起こ
さない。これを経口免疫寛容とい
う５，６）。
　経口免疫寛容は、古くから経
験的に利用されていたと考えられ
る。日本では漆職人が漆によるか
ぶれを予防するために漆を食べる
という。実験的には、マウスやモ
ルモットに抗原タンパク質を経口
的に投与し、その後皮下や腹腔に
同じタンパク質を注射しても、免
疫グロブリンの産生が抑制される
ことや、アナフィラキシーが起こ
らないことが報告されている。
　経口免疫寛容機構は、本来異
物であるはずの食物性抗原に対
し、過剰な免疫応答を起こすこと
なく、必要な栄養素を取り入れる
ための優れたシステムである。し
かし、この免疫寛容機構が、何ら
かの要因で破綻、あるいは変調を
きたした場合、食物アレルギーが
引き起こされると考えられる。そ
こで、経口免疫寛容の機構を解明
し、効果的に経口免疫寛容を誘導
することが課題となっている。し
かし、消化管内では食物などに由
来する雑多な抗原や種々の微生物
が混在しており、さらに関与する
免疫担当細胞も多様であることか
ら、経口免疫寛容機構の全容を解
明するには至っていないのが現状
　図表２　即時型アレルギー発症のしくみ
科学技術動向研究センターにて作成
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である。
蘯消化管免疫
　消化管は、“内なる外”を形成し、
粘膜を介して絶えず大量の食物や
微生物といった異物に曝露されて
おり、生体防御の第一線に存在す
る巨大な免疫器官である。成人の
腸管の粘膜面積は300～400m2（テ
ニスコート 1.5 面分）、微生物数は
1014 個（約１kg）以上であり、微
生物の構成は人種、食性、年齢、
生理的・病的状態、ストレス、薬
物などによって変動する。腸内の
微生物叢（腸内フローラ）は宿主
の栄養、生理機能、老化、発ガン、
免疫、感染などに大きく影響する
ことが知られている。特に、アレ
ルギー疾患児と健常児では腸内フ
ローラの構成が異なることも報告
されている。
　消化管は、食物や腸内に常在す
る微生物等の有用物質と、病原性
微生物等の有害物質を区別し、生
体に有害な抗原の侵入を阻止ある
いは排除し、必要な栄養分は積極
的に取り入れるように働いている。
　食物アレルギー患者の場合、有
用物質と不要物質の識別がうまく
いっていない。特定の食物成分や
微生物が、この状態を改善すると
いう報告もなされているが、その
詳細なメカニズムやどのような食
物成分や微生物が有効かについて
はわかっておらず研究されている
ところである。
3．食物アレルギー克服のための研究開発動向
　食物アレルギーが発症しないよ
うにするためには、アレルゲンの
吸収から始まり炎症反応にいたる
までの一連のアレルギー反応を、
どこかの段階で止められればよ
い。例えば、アレルゲンの侵入・
認識を阻止する、Ｔ細胞の活性化
を阻止する、アレルゲンと IgE抗
体との結合を阻害する、化学伝達
物質の遊離を抑制するなどの方法
がある。
　食物アレルギーの克服のための
研究としては、まず免疫応答反応
機構の解明を進めて、体内に入っ
てしまったアレルゲンが引き起こ
すアレルギー反応を阻止する方策
を探る方向がある。一方で、アレ
ルゲンを体内へ入れないようにす
るために、アレルゲンを除去・低
減させた食品の研究開発がある。
さらに、食品を用いて、生体に備
わっている本来の免疫調節機能を
改善して強化するという研究も進
められている。
　本章では、食物アレルギー克服
のために取り組まれている研究開
発のうち、食物側からのアプロー
チを記述する。まず初めに、食物
中の抗原構造を破壊した低アレル
ゲン化食品の研究開発について記
す。低アレルゲン化食品は、アレ
ルギー反応の発端となるアレルゲ
ンを生体内へ取り入れないように
するためのものである。次に、食
品による免疫調節・制御を視点と
したアレルギー制御食品の研究に
ついて記す。アレルギー制御食品
は、食物アレルギーを予防したり
制御したりする効果を持つ食品で
ある。
３‐１
低アレルゲン化食品の
研究開発動向
　現在、主として行われている食
物アレルギーの治療方法は、薬物
による対症療法と原因食物の除去
である。しかし、発育成長期の幼
小児においてアレルゲンを含む食
品を除去することは、栄養不足や
発育障害を招く可能性があり、望
ましいことではない。アレルゲン
の分解、変性などによる低アレル
ゲン食品の開発は、栄養障害や成
長障害を防ぎ、食生活の広がりを
期待できる点で重要である。そこ
で、低アレルゲン化食品に求めら
れることは、できるだけアレルゲ
ン活性が抑えられていて、栄養学
的には通常の食品と同様であるこ
とである。
盧これまでに開発された
　低アレルゲン化食品
　これまでに、作物や食品の低ア
レルゲン化手法が開発され、製品
への応用が進んでいる。
　例えば、資生堂と東京大学農
学部、横浜市立大学医学部の共同
研究により開発された低アレルゲ
ン米「ファインライス」である。
1991年より販売されている。ファ
インライスはコメをタンパク質分
解酵素で処理し、アレルゲンタン
パク質のひとつであるグロブリン
を分解したものである。1993年６
月に「特定保健用食品」第１号と
して、さらに1997年６月には「病
者用食品」として厚生省から許可
を受けている。
　また、三井東圧化学㈱（現三
井化学㈱）と農業環境技術研究所
により、遺伝子組換えによりアレ
ルゲンタンパク質の発現を抑制し
た低アレルゲン米が開発された。
1995年には一般圃場での栽培が実
施されているが、いまのところ商
品化には至っていない。
　放射線照射によりさまざまな突
然変異体を作出し、この中からア
レルゲン遺伝子を欠失したものを
スクリーニングすることで低アレ
ルゲン作物を開発する試みもなさ
れている。東北農業研究センター
では、大豆の３種の主要なアレル
ゲンのうち２種を欠失した低アレ
ルゲン大豆「ゆめみのり」が開発
されている。
　しかし、上記の低アレルゲン
食品の研究開発方法には限界があ
る。なぜなら、タンパク質分解酵
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素は消化できるアレルゲンに限り
がある。また、基質特異性の広い
タンパク質分解酵素を用いた場合
には有用なタンパク質の消失によ
る栄養性の低下や、コメ粒子の損
傷による商品価値の低下が懸念さ
れる。遺伝子組み換えの手法を用
いた場合には、１つひとつのアレ
ルゲンに対してそれぞれ対処する
必要があり、多くのアレルゲンに
対応するのは困難である。放射線
照射を用いる場合にも、アレルゲ
ン遺伝子が損傷を受ける確率の程
度や、評価できるアレルゲンが既
知のものに限られていることを考
慮すると限界がある。
盪プロテオーム④解析手法を
　用いたアレルゲン研究
　アレルギー性を発現する原因
となる構造は、いくつかの食物に
共通に存在していることがわかっ
ている。これを破壊することによ
って食品を非アレルゲン化する研
究が進められている。例えば、カ
ルフォルニア大学のブキャナンら
は、ジスルフィド結合を切断する
還元酵素チオレドキシンで処理す
ることにより、穀物やミルクの主
要なアレルゲンのジスルフィド結
合が切断され、アレルギー性を発
現する原因となる部分の構造が変
化しアレルゲン性が低下すること
を示している７）。さらに、遺伝子
組み換えによりチオレドキシン
を大麦の貯蔵器官（可食部）で発
現させ、大麦種子のアレルゲンタ
ンパク質のジスルフィド結合が破
壊されていることが確認されてい
る８）。チオレドキシンは広く生物
に存在する酵素であるため、食品
に用いた場合にも安全性の問題は
極めて低いと考えられる。以上よ
り、チオレドキシンは、食品の低
アレルゲン化の重要なツールとな
ることが期待されている。
　したがって、アレルギー性を
発現する原因となる共通の構造を
破壊することにより、多くのアレ
ルゲンを１度の処理で低減化でき
る可能性がある。これをさらに多
くのアレルゲンに応用するために
は、その他のアレルゲンの共通構
造の同定やその安全な破壊手法の
開発等の研究が必要である。そこ
で、包括的にアレルゲンを検出す
るために、プロテオーム解析手法
を用いる研究が進められている。
　この方法は、アレルギー患者の
血清中に存在する抗体に反応する
タンパク質を包括的に解析し、ア
レルゲンを検出するものである。
具体的手法を、図表３に示す。
　この方法は、食品、ハウスダス
トをはじめとするアレルゲンのス
クリーニングに活用できる可能性
があり、今後の研究進展が期待さ
用語説明
④プロテオーム
　プロテオーム（proteome）とは、細胞や組織において発現しているタンパク
質の全体像を指す。プロテオーム解析は、タンパク質を分離し、同定するとい
う２つの作業からなる。現在、主に行われているのは二次元電気泳動によって
タンパク質を分離し、質量分析で目的のタンパク質を同定する方法である。
　図表３　プロテオーム解析手法によるアレルゲン研究
① アレルギー反応の誘起物
（食品等）からタンパク質
を抽出する。
② ２次元電気泳動法により分
離した後、２次元に展開し
たタンパク質をメンブレン
に転写する。
③ アレルギー患者のプール血
清と反応させ、IgE抗体と
特異的に相互作用したタン
パク質抗原を検出する。
④  IgE結合性タンパク質につ
いて質量分析するととも
にアミノ酸配列解析する。
⑤ データベース検索によりタ
ンパク質を同定する。
参考文献９）より許可を得て転載
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れる。検出されたアレルゲンの構
造解析を進め、共通する分子構造
を解明することで食品の低アレル
ゲン化への貢献が考えられる。効
率的に共通構造を見出すために
は、数多くのアレルゲンの構造解
析とともに、検索可能なデータベ
ースの構築が必要であろう。
３‐２
アレルギー制御食品の
研究開発動向
　低アレルゲン化に加えて、食品
による免疫調節・制御を視点とし
た研究が進められている。アレル
ギー制御食品とは、経口免疫寛容
を誘導したり、消化管免疫機能や
食品中の抗アレルギー成分を活用
したりして、食物アレルギーを予
防したり制御したりする効果を持
つ食品のことである。
盧経口免疫寛容誘導を利用する
　アレルギー制御食品
　経口免疫寛容とは、食物中には
膨大な量の異種タンパク質を含む
抗原物質が含まれているにも関わ
らず、経口摂取した食物中のタン
パク質に対しては免疫応答が起こ
らない現象のことである。しかし、
食物アレルギーでは、ある特定の
アレルゲンが口から消化管を通し
て体内に吸収された時にもアレル
ギーが引き起こされる。漆職人は、
漆を食べて漆によるかぶれを予防
するが、食物アレルギーでは対象
となる食品を摂取することが問題
となる。そのため、食物アレルギ
ーに対して経口免疫寛容を利用す
るには、食品をそのまま摂取する
のではなく、食品を一工夫するこ
とが必要となる。
　経口免疫寛容は、抗原であるタ
ンパク質によっても、そのタンパ
ク質のペプチドによっても元のタ
ンパク質に対する寛容が誘導され
ることが報告されている。つまり、
タンパク質中で、アレルギー反応
に関与するIgE抗体とは結合せず、
Ｔ細胞と反応するペプチドを用い
て経口免疫寛容を誘導すれば、食
物アレルギー反応を制御すること
が期待できる。
　マウスにおける実験動物レベル
であるが、この方法で、牛乳アレ
ルゲンや鶏卵アレルゲンで、経口
免疫寛容を誘導できることが報告
されている６，10）。
　課題としては、適切なペプチ
ドを検討することや、最適な投与
量について検討することなどがあ
げられる。実際にヒトへ応用する
にはまだかなりのステップがある
が、抗原特異的な免疫療法を兼ね
備えたアレルギー制御食品として
期待される。
盪消化管免疫機能を活用する
　アレルギー制御食品
　プロバイオティクスとは、消化
管内の微生物菌叢（腸内フローラ）
を改善し、宿主に有益な作用をも
たらす生きた微生物またはそれら
を含む食品と定義されている。チ
ーズ、ヨーグルトなどの発酵乳製
品に用いられる乳酸菌等の微生物
には、乳の貯蔵性、嗜好性を向上し、
タンパク質分解、乳糖分解、ビタ
ミン合成などにより栄養価値をあ
げるほか、消化管内の微生物菌叢
を改善し、整腸作用、血圧降下作用、
免疫賦活作用などさまざまな保
健効果がある。またオリゴ糖な
どはプロバイオティクスを増殖
させる物質として知られている。
　最近、プロバイオティクスには、
消化管の免疫調節機能を改善し、
アレルギーの発症を抑制する、ま
たは症状を改善する効果があるこ
とが報告され注目されている。ア
レルギー患者の腸内フローラが健
常者と異なり、乳酸菌の１つであ
るラクトバチルス菌が少ないとい
う報告が、乳酸菌などのプロバイ
オティクスに抗アレルギー効果を
期待した製品開発の研究のきっか
けとなったといえる。ラクトバチ
ラスGGという乳酸菌を妊婦及び
その乳幼児に摂取させると、２歳
児におけるアトピー性皮膚炎の発
症が半分に減ったという報告も出
されている 12）。その他、種々の乳
酸菌やビフィズス菌について、マ
ウスやヒトで IgE 抗体の減少な
どの抗アレルギー効果が確認され
た。プロバイオティクスの抗アレ
ルギー作用が科学的根拠を得て、
製品の開発がますます期待される
ようになっている。
　微生物を利用することにより、
積極的に生体に働きかけてアレル
ギーの発症を抑制する可能性があ
る。しかし、その効果は菌株特異
的であり、また、そのメカニズム
に関してもほとんど解明されてい
ない。安全性も含めて今後の研究
が課題となっている。
蘯抗アレルギー成分の利用
　食物アレルギーを発症しないよ
うにする対処の１つとして、一連
のアレルギー反応のうち、炎症を
引き起こすヒスタミンやロイコト
リエンといった化学伝達物質の産
生や、炎症を引き起こす作用を抑
制する方法がある。これらの化学
伝達物質の産生抑制、作用抑制を、
抗アレルギー作用という。低アレ
ルゲン化は抗原特異的な制御であ
るのに対し、抗アレルギー作用は
アレルゲンの種類に関係ない非特
異的な作用である。
　食品中には、抗アレルギー作用
を持つ成分が多く知られている。
例えば、魚類に多く含まれる高度
不飽和脂肪酸のエイコサペンタエ
ン酸やドコサヘキサエン酸は、ロ
イコトリエン産生抑制活性があ
る。茶ポリフェノールには、ヒス
タミンやロイコトリエン放出抑制
活性が知られる。また、茶葉中の
カテキン類やカフェインにも抗ア
レルギー作用があることが報告さ
れている。この他、フラボノイド、
セサミン、シソ葉エキスなど種々
の食物から抗アレルギー作用効果
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のある成分が同定されている。
　以上のような食品中に含まれる
抗アレルギー成分の活性には強弱
があり、品種や収穫時期などによ
っても活性が異なることが知られ
ている。例えば、茶の抗アレルギ
ー成分として強く作用するメチル
化カテキンは、茶の品種（烏龍茶、
紅茶、緑茶）によって含有量が異
なる。緑茶用の品種として知られ
る「やぶきた」にはほとんど含ま
れないが、凍頂烏龍茶や紅茶用品
種として開発された「べにふうき」
などには多く含まれる。茶を摘む
時期や加工処理過程でカテキン含
有量が変化することも知られてい
る。また、青ジソと赤シソのシソ
葉エキスのように、種の違いによ
り抗アレルギー活性にほとんど差
がないものもある。
　また、複数の食品成分による抗
アレルギー作用の相乗効果も知ら
れている。例えば、ゴマに含まれ
ているセサミンと、植物性食品の
油脂に含まれるビタミンＥの一種
であるα‐トコフェロールの組み
合わせでは強い効果が発現される。
　したがって、日常的に摂取する
食品の抗アレルギー作用を有効に
利用するためには、品種や収穫時
期による抗アレルギー活性が異な
ることや、加工処理による有効成
分の含有量が変化することをふま
えて、適切な摂取量の調節や、複
数の食品成分の相乗効果など、さ
らなる検討を進める必要がある。
4．おわりに
　本稿では、食物側からのアプロ
ーチとして、食品の低アレルゲン
化研究と、食品を用いてアレルギ
ーを予防・制御する食品の研究に
ついて述べてきた。
　低アレルゲン化食品は、すで
に食物アレルギーを発症してい
る人にとって、アレルギー反応の
発現を防ぎ、さらに食生活を豊か
にするためにも重要な位置づけに
ある。幼小児期の長期の食物除去
による栄養障害の危険性を回避す
る方策にもなる。低アレルゲン化
食品の研究開発の課題としては、
様々なアレルゲンに対処するこ
と、食物の味や栄養の低下がおこ
らないようにすることである。
　食品によりアレルギーを予防・
制御する食品の研究については、
経口免疫寛容誘導機構の解明、消
化管での腸内フローラや他の食物
抗原との相互作用解析の解明など
が未解明の課題であるが、生体に
直接働きかけてアレルギー反応の
発現を抑制する可能性があるとい
う点で期待が大きい。
　アレルギー性疾患は遺伝的な要
因と食生活を含む環境要因が複雑
に関係して発症すると考えられる。
免疫系に関わる遺伝子には多様性
があり、個人の体質を決める遺伝
子の多型（SNP＝一塩基変異多型）
も、日本人と外国人とではかなり
異なることがわかっている。した
がって、日本人に適したアレルギ
ー予防効果あるいは治療効果を有
した抗アレルギー食品開発には、
日本人の遺伝型、食生活を考慮し
た研究展開が必要である。
　食物アレルギー研究において
今後取り組まなければならない課
題としては、食物アレルゲンの特
徴の解明、アレルゲン性の評価系
の確立、食物アレルギー発症機構
の解明、食物アレルギーと環境と
の関連の解明などがある。研究を
推進することによって、これらの
課題を解決していくことは重要な
ことであるが、食物アレルギーに
対する有効な食品が開発された際
に、どのように有効性と安全性を
審査していくか、そして、どのよ
うに食物アレルギー患者に対して
適用していくかというところにさ
らに大きな課題がある。
　医薬品に関しては、安全性と有
効性を評価し、医薬品として認定
する仕組みが確立している。一方、
食物アレルギーに対する食品は医
薬品ではなく、医薬品に対するも
のと同等の仕組みは確立されてい
ない。また、健常者にとっては何
ら問題のない、むしろ有用な食物
が、特定の人にとっては有害であ
り時には死に至ることもあるとい
うことが、評価を困難にしており、
評価系も現在は確立されていな
い。実験動物モデルがいくつか提
案されているが、症状がはっきり
しないものもあり不十分である。
マウスなどの実験動物で評価して
も、ヒトでの結果と同一とは言え
ないことから、ヒトでの評価をど
うするかは大きな問題である。
　今後、研究開発を展開させてい
くためには、個々の研究課題の解
決とともに、有効性と安全性の審
査や疾患への適用をどのように進
めていくか検討していくことが重
要であり、そのためには、食品の
研究開発と医学領域が連携してい
くことが必要である。
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